
1.農地中間管理機構事業に係る事業資金

（単位：千円）

平成25年度

補正 当初 補正 計

基金造成額 92,413 49,076 1,245 50,321 142,734

うち国費相当額 92,413 49,076 1,245 50,321 142,734

2.機構集積協力金交付事業に係る事業資金

平成25年度 令和5年度

補正 当初 補正 計 補正

基金造成額 78,242 50,977 97,086 148,063 7,000

うち国費相当額 78,242 50,977 97,086 148,063 7,000

3.農地台帳システム整備事業に係る事業資金

（単位：千円）

平成25年度

補正

基金造成額 73,420 73,420

うち国費相当額 73,420 73,420

〇基金事業等の概要

1.農地中間管理機構事業

2.機構集積協力金交付事業

3.農地台帳システム整備事業

〇基金事業等を終了する時期

〇基金事業等の目標

・担い手が利用する農地面積に関する目標

令和4年度
令和14年度
（目標）

23,200ha 21,400ha

10,994ha 14,160ha

47% 66%

〇給付対象となる事務又は事業関係

　 1.農地中間管理機構事業

・採択に当たっての申請方法 農地集積・集約化等対策事業実施要綱第６の３参照

・申請期限 知事が別に定める日

・審査基準 農地集積・集約化等対策事業実施要綱別記１参照

・審査体制 担当部局において審査

2.機構集積協力金交付事業

・採択に当たっての申請方法 農地集積・集約化等対策事業実施要綱第６の３参照

・審査期限 知事が別に定める日

・審査基準 農地集積・集約化等対策事業実施要綱別記２参照

・審査体制 担当部局において審査

3.農地台帳システム整備事業

　平成26年度に事業終了

②／①

合計

農地中間管理機構（以下「機構」）が農地の集積・集約化に取り組むために必要となる事業費・事業推進費について支援する。

担い手への農地の集積・集約化を加速するため、機構に農地を貸し付けた地域に機構集積協力金を交付する。

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、農業委員会による農地情報の公開及び農地台帳の電算化・地図化を支援する。

令和6年度（予定）

山梨県の全耕地面積（①）

うち担い手が利用する面積（②）

233,305

233,305

平成26年度

令和6年4月1日更新

農業構造改革支援基金に係る基本的事項の公表

山梨県農地集積・集約化対策基金○基金の名称　

○基金の額

平成26年度
合計

山梨県

（単位：千円）

合計

【問い合わせ先】

農政部担い手・農地対策課農地活用推進担当

電話番号：055－223－1596


